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はじめに
　訪日観光客の増加とともに日本の小売店に「免税店」販売が新たな販売チャネルとして認識さ
れている。企業側の動きとしては、大型小売業の代表的な百貨店が市内免税店の運営に乗り出し
ている。日本政府も 2006 年に制定した「観光立国推進基本法」に基づき、「観光立国推進基本計
画」の実行を進めている。しかしながら、日本においては免税店に関する先行研究は、筆者が調
べた限り少ないのが現状である。
　韓国観光庁の統計によると、2016 年の訪韓観光客数は約 1,400 万人に上り、そのなかで中国観
光客数は約 800 万人を超えている。このような背景の下、韓国政府はこの免税店を一つの成長産
業として捉えた政策を進めている。今や韓国大手企業の免税店市場への参入が相次ぎ、免税店特
許の取得と免税店経営が戦略的優先課題になってきている。さらに、韓国化粧品企業にとっても
免税店はもはや欠かせない販売チャネルとして定着している。
　本研究の目的は、韓国化粧品企業における免税店の販売チャネルの戦略的ポジショニングの重
要度が増している現状を分析した上で、その背景にある要因を明らかにすることである。
　
Ⅰ．先行研究レビューと概念規定
1．免税店に関する先行研究
　免税店を研究テーマとした先行研究はいくつか存在する。まず、免税産業に関連した研究
は、主に観光とショッピングに関する実証研究が多い（e.g. Timothy & Butler, 1995 ; Freathy & 
O’Connell, 1999 ; Rowel & Slack, 1999）。例えば、ティモシー・バットラー（Timothy & Butler 
1995）は、1980 年代に急増したカナダとアメリカの間の越境ショッピング（cross-border 
shopping）の背景には、両国間の観光客の増加があり、ショッピングそのものを観光の一部であ
ると結論付けた。
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　以下、韓国の免税店を分析した先行研究について取り上げる。たとえば、権（2015）は、韓国
ではホテル運営会社が免税店運営も兼ねているケースが多いことを踏まえ、ホテルのブランドイ
メージが経営成果に及ぼす影響の検証を試みた（権 , 2015）。また、林・宋（2007）による Shilla
免税店を対象とした事例研究など、韓国免税店の競争力に関する事例研究などもある。
　このような実証研究のなかでも、韓国の免税店関連の先行研究において特に多いのが、免税
店利用者の消費満足度を調査したものである（全 , 2011 ; 金・崔 , 2009）。金・崔の実証研究では、
韓国免税店利用者を外国人と韓国人に分け、其々の消費者の購買品目の統計とその購買から得ら
れた満足度を定量化した。彼らの研究によると、訪韓外国人のなかでも、訪れた目的により購買
品目と満足度は異なる。たとえば、ビジネス目的の訪韓外国人は主にタバコを買うが、観光目的
の外国人はお土産には酒類と菓子類などを買う。また、自分用には化粧品などを購買する傾向が
強く見られる。
　消費者満足度の背景にある要因について分析した研究に、Geuens らの研究がある（Geuens et 
al., 2004）。彼らは、免税店を含む空港商業施設における買物行動の定量調査を通し、空港施設と
購買動機との関連性を立証した。彼らの研究では、空港施設（免税店を含む）でショッピングす
る消費者の 60％は事前に計画した購買ではなく、衝動買い（impulsive purchase）によるもので
あり、その衝動買いの背景には「非日常的要素（contrast to day-to-day routine）」が主な原因と
してあると述べた。より具体的には、搭乗間近であるという緊張感や外貨での購買といった非日
常的要素を消費者が求める心理的要因が働いたためである。
　一方、日本には、免税店についての先行研究はほとんど見られない。2017 年５月 25 日時点で、
筆者は文献検索データベースである CiNii で、「免税店」をキーワードに検索を行った。その結果、
ヒットした論文の件数は３件のみでであった。
　そして、筆者がこれらの少ない先行研究を調べたところ、日本の先行研究には、免税店産業分
析や免税店のビジネス戦略という研究よりは、購買行動分析や租税に研究が多いことが確認でき
た。例えば、斎藤（2015）は、空港免税店における日本人消費者の購買行動を統計分析し、空港
免税店施設の印象や消費者の購買態度にはラグジュアリー・ブランドに対する期待値との関連が
あると述べた。彼は、研究成果として空港免税店チャネルはラグジュアリー・ブランド企業に
とって有効な流通チャネルであると結論付けている。
2．免税店の概念規定：その定義と種類
　日本の法律上、免税店には２つの種類がある。第１は「保税免税店（duty free）」で、たばこ
税、酒税、関税などを免税する売り場の事を指す。主に国際空港や国際港湾等に設置され、該当
地域の税関長の管轄である（税法 42 条、63 条）1。第２は、「輸出物品販売場」である。これは、
外国人旅行者等の非居住者に対して特定の物品を一定の方法で販売する場合に、 消費税を免除
して販売できる店舗のことを指す（消費税法第８条）2。
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　一方、韓国の法律で規定された免税店は、「保税販売場」のみである（韓国関税法第 196 条）3。
その定義に従えば、免税店とは、外貨獲得や外国旅行者の便宜を図るため空港・港湾、あるいは
市内に設置された非課税商店のことである。したがって、韓国の法律で規定された免税店は、日
本の「保税免税店」の定義に相当する。
　金ら（2016）によれば、免税店（Duty Free）には大きく３つの種類がある。第１は、外交
官免税店である。これは、「外交関係におけるウィーン協約（Vienna Convention On Diplomatic 
Relationship 1961）」で定められた、外国の大使館および公館、外交官やその家族が使用する品
物を免税にするために設置されたものである。次に、第２は、出国場免税店である。これは、国
際空港や国際港湾で出国する国内外の旅行者を対象に設置されたものである。そして、第３は、
市内免税店である。これは、外国人旅行者の買い物の利便性を高めるために市内に設置されたも
のである。
　また、趙（2016）によると、免税店には、厳密には、Duty Free と Tax Free がある。韓国で
は、法律とは異なるが慣行として説明をわかりやすくするために一般的に前者は「事前免税店」、
後者は「事後免税店」と表記される。日本では、両者の違いがあまり知られておらず、まとめて
「免税店」と表記されていることが少なくない。しかしながら、両者には、決定的な違いがある
ため、ここでは、韓国の「事前免税店」と「事後免税店」という言葉を用いて、両者の違いを明
確にしたい。
　事前免税店とは、消費税や関税などあらゆる税金が品物に課税される前の値段で購買できる店
のことである。一方、事後免税店とは、輸入後、すなわち関税が課された後の商品の消費税を免
税した値段で購買できる店のことである。日本の店舗などでは両者が混同されて表記されている
ことが少なくない。しかしながら、実際には事前免税店の認可を得るのは事後免税店の認可を得
るよりもはるかに困難である。たとえば、事後免税店そのものは申告だけで可能であり、事後免
税店は財務省といった政府当局からの厳しい管理・監督も特になされない 4。一方、事前免税店
を運営するには、厳しい審査手続きを経る必要があり、空港免税店ではなく市内免税店において
はこれまで３社しか認可されていない 5。さらに、認可後も、事前免税店は、該当地域の税関か
らの厳しい管理・監督を受けることになる。
　事前免税店は、事後免税店とは異なり消費税だけでなく、関税も免除されるため、当然事前免
税店の方では、より安い値段で商品が販売されている。したがって、外国人観光客の売上の大半
は、事後免税店ではなく事前免税店に集中することになる。このことに加えて、事前免税店の認
可基準は極めて厳格であるため、大企業でなければ難しく、日本でも知られているようなロッテ
や Shilla などの大規模な免税店は全て事前免税店である。そのため、先述した先行研究の分析対
象は、全て事前免税店であり、事後免税店を取り上げる研究はほぼ皆無である。
　以上を踏まえ、本研究においても、事後免税店ではなく、事前免税店のみを分析対象とする。
以下、本研究における免税店の表記は、全てこの事前免税店のことを指す。
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Ⅱ．韓国免税店の現状
1．世界の免税店市場の概要
　本節では、韓国免税店の現状を、世界の免税店の現状も踏まえた上で、検討していく。免税販
売というアイディアは、免税店の父とも言われる Brendan O’Regan が発案したものである。彼
は、出国審査後の出国場はどこの国にも属さない空間であり、故に、どの国の税金も課せられ
る根拠が存在しないということに気づいたといわれる。彼の提案により、「アイルランド免税
法（Customs Free Airport Act）」が 1947 年に制定され、世界初の空港免税店がアイルランドの
シャノン空港の出国場に設置された。その後、1960 年にアメリカ人の Charles Feeney と Robert 
Miller により Duty Free Shoppers（DFS）が設立され、世界中の空港に免税店の設置が広がった 6。
　ボストン・コンサルティング・グループによると、世界の免税店市場の規模は、2015 年 598
億ドルで、今後 10 年で 2 倍強まで成長すると予想している（日本経済新聞電子版、2015 年 11
月 17 日）。また、The Moody Report は毎年、世界免税店市場の主なプレイヤーを売上高順に公
表している（図表１）。まず、スイスの Dufry の 2015 年の売上高は、約 56 億８千万ユーロであ
る。その次をアメリカの DFS グループと Lotte Duty Free が追いかけている。10 位以内に韓国
の免税店が２社入っており、この２社の売上高を合算すると、韓国免税店市場の規模は世界トッ
プであり、占有率は 10％を超えている。
　金（2016）は、免税店産業の特徴として、以下の３つを挙げている 7。第１の特徴は、メー
カーから商品を直接仕入れることである。大型小売業である百貨店のビジネスモデルとは違って、
免税店は、商品をメーカーから直接仕入れている。消費税と関税の免税は原価の引き下げにつな
図表１：世界免税店事業者の 2015 年売上高　単位：100 万ユーロ
順位 本社・事業者名 2015 年売上
1 スイス・Dufry 5,683
2 アメリカ・DFS グループ 3,770
3 韓国・Lotte Duty Free 3,750
4 フランス・ラ・ガルデル 3,570
5 ドイツ・ハイネマン 2,800
6 韓国・Shilla Duty Free 2,286
7 タイ・キングパワーグループ 1,971
8 UAE・ドバイ Duty Free 1,726
9 台湾・エバーリチ Duty Free 1,570
10 中国・サンライズ Duty Free 1,344
出所：The Moodie Davitt Report The World ’s Top 25 Retailers (2016, p.17) の記事を参照。
http://edition.pagesuite-professional.co.uk/Launch.aspx?EID=db2600e3-0597-4493-8921-2b7028e629a2
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がるため、免税店運営側は大量仕入れによる規模の経済を追求する。しかし、空港や港湾の数は
限られており、店舗数拡大とともに店舗の立地の確保が業績の成果を左右する。実例として、ス
イスの Dufry は M&A を繰り返しながら、規模の経済を追求し、2014 年業界トップになった。
　次に、第２の特徴は、参入障壁が存在していることである。先述したように、免税店ビジネス
には国家による特別許可（保税売り場の運営特許）が大前提として必要であるからである 8。
　そして、第３の特徴は、同じ国や地域における免税店の商品や価格はほぼ同じであることから、
他社との差別化を図ることが難しいことである。免税店で販売している商品の種類は、主に酒類、
化粧品、雑貨、タバコである。これらの商品の銘柄も価格もほぼ同じであるため、消費者の購買
意欲を掻き立てる運営側のマーケティング能力が求められる。
2．韓国免税店の現状
　韓国初の免税店は、1962 年 Gimpo 国際空港内に設置された。韓国は、1968 年に世界関税機構
（World Customs Organization）に加入し、1978 年の関税法の改正により、保税販売の法的根拠
が整えられた。1988 年のソウルオリンピックの前後で市内免税店の数は大幅に増加したが、そ
の後減少した。しかし、2013 年以降の訪韓観光客の増加や地方における国際空港および国際港
湾の整備などを背景に、免税店の数は再び増加傾向にある。2015 年時点では、韓国全体で合計
47 ヶ所の免税店が運営されている（図表２）。
　図表３は、2007 年以降の韓国免税店産業の市場規模と前年比成長率をまとめたものである。
2007 年時点で約２兆６千億ウォンであった市場規模は、2015 年には約４倍弱増え、９兆ウォン
を超えた。2013 年と 2015 年を除けば、年平均成長率は 15％以上であり、訪韓観光客の増加がそ
の背景にあると考えられる。
　免税店で取り扱っている商品のカテゴリーには、主に、①酒類、②化粧品類、③ラグジュア
リー雑貨類（時計、宝石、衣類、鞄など）、④タバコ、⑤一般雑貨、菓子などがある。図表４
は、2010 年から 2015 年にかけての韓国免税店における品目別売上高の順位をまとめたものであ
る。2010 年の売上高順位を見ると、化粧品ブランドで上位７位以内にランキングされているの
は、５位の Estee Lauder と６位のランコムだけであり、それ以外の順位はすべてラグジュアリー
図表２：年度別・種類別免税店数の推移
　 1979 年 1989 年 1999 年 2009 年 2013 年 2015 年
保税販売場
外交官 1 1 1 1 1 1
出国場 3 4 8 15 20 22
市内 2 29 11 10 17 19
その他 － － － 4 5 5
合　計 6 34 20 30 40 47
出所：韓国対外経済政策研究院（2016）６頁。
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雑貨類によって占められている。2012 年には、化粧品ブランドで上位７位以内にランキングさ
れたのは SK2 のみであった。
　しかしながら、2013 ないし 2014 年以降は、以下の２つの変化が確認できる。まず第１は、上
位７位以内にランクインする化粧品ブランドが増えたことである。そして、第２は、これらの化
粧品ブランドが全て韓国化粧品ブランドであることである。2013 年にランクインした化粧品ブ
ランドは、韓国化粧品ブランドの Sulwhasoo（雪花秀）だけである。2014 年には Sulwhasoo に
加えて、Whoo もランクインしたが、これも韓国ブランドである。そして、2015 年には、４つ
の化粧品ブランドがランクインし、上位７位の過半数は化粧品ブランドで占められたが、これら
も全て韓国ブランドである。
　そして、図表４に登場する韓国化粧品ブランドは、全てアモーレ・パシフィックと LG 生活
健康の２社のブランドである。Sulwhasoo、Hera、Laneige は、アモーレ・パシフィックの化
図表３：韓国免税店市場の規模と成長率の推移　　　　単位：兆ウォン、％
出所：韓国関税庁の統計および報道資料等を基に筆者作成。
図表４：品目別免税店売上高順位の推移
順位 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年
1 ルイビトン ルイビトン ルイビトン ルイビトン ルイビトン Whoo
2 シャネル シャネル シャネル カルティエ Sulwhasoo Sulwhasoo
3 グッチ カルティエ カルティエ シャネル カルティエ ルイビトン
4 カルティエ SK2 SK2 ロレックス シャネル Hera
5 EsteeLauder EsteeLauder ロレックス プラダ Whoo ロレックス
6 ランコム ロレックス プラダ EsteeLauder ロレックス カルティエ
7 エルメス グッチ グッチ Sulwhasoo MCM Laneige
   出所：韓国信用評価（2016）「スペシャルレポート、ホテル / 免税産業」11 頁。
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粧品ブランドである。Hera と Laneige は、免税店販売チャネルで売上高を伸ばしてきたブラン
ドである。そして、Whoo は、LG 生活健康の化粧品ブランドである。同社の化粧品ブランドは
Whoo だけであるものの、2014 年以降免税店チャネルでの売上が急速に伸び、１位にランクイ
ンしている。
　本節で検討した韓国免税店市場の近年の推移と現状からは、高い成長率とともに、2013 年以
降の韓国化粧品の売上の増加が顕著に見られた。このことから、企業側にとって、免税店チャネ
ルは新たな販売チャネルとして重要度を増しているといえる。
　次節では、韓国免税店市場における韓国化粧品ブランドの需要の増加が、韓国化粧品メーカー
の販売チャネル戦略に及ぼした影響を考察する。
　
Ⅲ．韓国化粧品企業における免税店の戦略的重要性
1．売上高別販売チャネルの構成比
　韓国化粧品の製造・生産企業は約 2,700 社、化粧品を主な事業として運営されている販売会社
数を含めば、約 4,500 社を超える9。図表５は化粧品企業のうち、自社ブランドを有している企
業の売上金額別・販売チャネルの割合を示したものである。
　売上高 100 億ウォン未満の企業の主な販売チャネルは EC 販売と一般専門店チャネルである。
まず、一般専門店とは問屋を介し販売店に納品される化粧品の一般的な流通構造であるが、自社
ブランドの露出は期待できないため、戦略的な有効性も低いと考えられる。そして、通信販売、
とりわけ EC 販売チャネルは、問屋を介さない自社 EC 販売と大手 EC 販売サイトを介する２つ
の種類がある。小規模化粧品企業（売上高 100 億ウォン未満）にとって、大きな投資（自社店舗
図表５：売上規模別自社ブランドの販売チャネル構成比（2015年）　　単位：％
区  分 １億ウォン未満
１億～10 億
ウォン
10 億～100 億
ウォン
100 億～1000 億
ウォン
1000 億
ウォン以上
専門店
一般専門店 28.7 19.6 17.7 12.8 9.3
自社専門店 0.6 1.5 2.9 7.9 21.0
訪問販売 3.3 4.7 2.9 15.2 19.9
通信販売
EC 販売 38.1 46.5 39.2 30.6 8.0
TV 0.4 0.9 3.8 18.8 5.0
小売店
百貨店 0.2 0.3 1.4 1.8 8.0
GMS 0.3 0.5 5.5 6.7 9.9
免税店 8.0 3.2 4.6 3.7 20.8
病院 / 薬局 2.3 11.3 15.4 1.6 0.1
その他 18.0 11.6 6.5 0.7 0.0
出所：韓国保健産業振興院（2016）『化粧品産業分析報告書』104 頁。
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展開など）を必要としない EC 販売チャネルはもっとも好まれる販売チャネルである。
　加えて、この EC チャネルは化粧品中堅企業（売上高 1000 億ウォン未満）にも一番取り入れ
られている販売チャネルでもある。中堅企業の販売チャネルの構成比は、EC 販売が 30.6％、TV
ショッピングが 18.8％、訪問販売が 15.2％の順である。これらの３つのチャネルの流通経路は、
其々違うように見られるが、「無店舗販売」という流通チャネルには変わりない。従って、中堅
化粧品企業は、自前の店舗や問屋を介する従来型の流通チャネルより、「無店舗販売」という販
売チャネルを最も取り入れているといえる。
　売上規模 1000 億ウォン以上の化粧品企業（以下、大企業）の自社ブランド販売チャネルの構
成比は、自社専門店（21％）、免税店（20.8％）、訪問販売（19.9％）の順に高い。まず、自社ブ
ランドの自社店舗販売という戦略は、ブランド戦略の一環として進められた。この戦略の背景に
は、①他社運営の専門店、百貨店、GMS では自社ブランドのイメージの表現が難しい、②百貨
店と免税店販売チャネルにおける外資化粧品企業とのブランド力の差を克服することが難しいと
いう理由が考えられる。
　次に、免税店チャネルは 2013 年頃から統計上に現れた新しい販売チャネルである。このチャ
ネルにおける韓国化粧品の販売金額の増加現象はⅡの図表４でも示したように、2013 年からル
イビトン、シャネル、ロレックスなどの売上高を上回っている。この背景には、訪韓観光客、と
りわけ中国観光客の増加に合わせた免税店運営会社（ロッテ、Shilla Duty Free など）の思惑と
企業のブランド戦略との一致があったと考えられる。
　従来から訪問販売チャネルは大企業の「お家芸」と言われ、重宝されてきた。訪問販売は「口
コミ」による宣伝と、販売員という媒体への信頼とともに商品そのものの高品質が欠かせない販
売方式である。また、販売組織の維持には膨大な資金と時間がかかることから、大企業のみが訪
問販売チャネルを有している傾向がある。
2．免税店販売チャネルの戦略的ポジショニング：アモーレ・パシフィックの事例分析
　従来から、欧米化粧品企業にとって免税店販売チャネルは、百貨店チャネルに次ぐ戦略的販売
チャネルの１つであった。しかし、2010 年を境に、韓国製の化粧品が免税店で売れるようになり、
売上の集計が取られ始めたのは 2013 年からである。アモーレ・パシフィックの免税店チャネル
における売上集計も、2013 年から見られるようになった。比較的新しい販売チャネルであるため、
収集可能なデータに限りがあるが、アモーレ・パシフィックの海外戦略とブランド戦略から販売
チャネル戦略を明らかにしたい。
　アモーレ・パシフィックの海外戦略は中華圏市場、とりわけ中国市場であった。図表６は
2010 年からの同社の売上を韓国国内と海外売上で分けたものである。同社の中国進出は 1983 年
からであったが、黒字になったのは 2010 年からである。2010 年には同社の韓方（漢方）ブラン
ド Sulwhasoo の中国投入が始まった年でもある。Sulwhasoo では、これまでのブランドコンセ
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プトとは異なるブランドポジショニングが取りいれられた。それは、中華圏市場を意識したネイ
ミング（naming）で「親近感」と漢字文化という「類似性」をアピールしたものであった。
　図表７はアモーレ・パシフィックブランドの販売チャネル別の売上の割合をまとめたものであ
る。同社の販売チャネルの割合の推移を 2010 年からみると、EC 販売、免税店、海外法人以外
のチャネルではすべて売上の減少がみられた。増加がみられたチャネルは、海外法人と免税店
チャネルのみである。EC 販売は 2010 年に比べれば 2015 年の割合は伸びているが、前年（2014
年）に比べれば減少がみられた。2010 年からのアモーレ・パシフィックの『事業報告書』を見
てみると、海外法人の売上割合のなかで、中国法人の売上が７割以上を占めている。また、免税
店販売の８割が中国人消費者からであることから、同社の販売チャネルの売上構成比のなかで約
４割は中国人の売上であることが推測される。従って、同社の海外戦略とブランド戦略は中国市
場に焦点を当てたもので、戦略の成果が可視化できたと言える。
　しかしながら、免税店チャネルにおける売上の増加の背景には、中国市場における内外価格差
による要因が大きい。中国では、化粧品輸入の際、関税と消費税などを含む約 65％の税金が課
される。たとえば、１万円の化粧品の場合、輸入関税等が課せられた通関後の原価は１万 6500
円になる。流通マージンを加えると３万円以上の販売価格になるだろう。この商品の韓国定価が
２万円とすれば、通常の免税店販売価格は２万円以下で設定される。したがって、同じ化粧品で
も中国国内と中国国外の韓国では価格差が生じる。また、中国の化粧品輸入制度の改善が進むと、
図表６：アモーレ・パシフィックの売上の内訳推移　　　　単位：億ウォン、％
注：化粧品事業のみの集計である。免税店売上は総売上における割合で韓国国内売上扱いである。
出所：アモーレ・パシフィック『事業報告書』各年を基に筆者作成。
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このような内外価格差が縮小するため、免税店販売チャネルでの売上は期待できないであろう。
3．韓国免税店市場における韓国化粧品売上高増加の背景の要因
　韓国の免税店運営会社は韓国のみならず海外でも運営店舗を有している。例えば、ロッテの海
外免税店はシンガポール、インドネシア、グアム、日本にある。Shilla 免税店もシンガポールと
マカオ、香港で自社の免税店を運営している。ここでは韓国国内の免税店における韓国化粧品の
売上増加の要因を検討する。
　図表６と図表７で示されているように、アモーレ・パシフィックの免税店での販売割合は増加
している。そのほかの韓国化粧品企業もアモーレ・パシフィック同様の売上増加がみられる。韓
国化粧品の免税店販売チャネルでの売上増加の要因としては以下の３つの要因が考えられる。第
１の要因として、中国人観光客の増加がその背景にあると考えられる。韓国観光庁の発表による
と、2016 年度の訪韓観光客は約 1,400 万人で、そのうち 800 万人が中国人であった。中国人観光
客に対する政府および地方自治団体の政策の変化は、2002 年に実施された観光特区である済州
島のビザ免除措置以降に起こった。その後、2005 年９月から船で入国する中国人観光客に対し、
特別ビザ免除措置が３つの港（仁川、郡山港、平澤港）に限定して実施された。2015 年には指
定クルーズの乗客に限定したビザ免除措置も取られた。
　第２の要因として、訪韓観光客の観光活動の大半がショッピングに偏っていることがある。韓
国文化観光院の最近の調査では、訪韓観光客の滞在期間中、主に行った活動の順位は、上位から
ショッピング、食べ物体験、自然景観観光の順であった 10。このことは、韓国の観光資源の乏し
さを物語っているとも言える。
　第３の要因として、韓国化粧品企業による中国人観光客向けの販売戦略とブランド戦略の実行
がある。まず、販売戦略においては中国人が感じる内外価格差を販売戦略に取り入れたものが
ある。通常、中国現地で韓国化粧品を正規販売店で購買する場合、関税や特別消費税（ぜいたく
税）が含まれているため、割高に感じる傾向がある。韓国免税店では中国市場の販売価格を考慮
図表７：アモーレ・パシフィックブランドの販売チャネル別割合　　　　単位：％
販売チャネル 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
専門店 15.9 14.2 13.8 14.3 12.5 10.6 8.6
ディスカウント店 10.2 8.0 7.1 6.8 4.7 3.7 2.7
EC 販売 － 6.9 9.2 10.7 11.6 9.8 8.2
訪問販売 38.0 31.6 23.7 21.4 16.0 14.1 12.0
百貨店 24.7 23.3 26.9 11.2 8.8 7.3 6.1
免税店 － － － 13.2 20.6 25.0 29.0
その他 8.1 0.8 0.8 1.9 1.4 1.2 1.6
海外法人 3.1 12.1 18.4 20.5 24.4 28.3 31.8
出所：アモーレ・パシフィックの『事業報告書』各年を基に筆者作成。
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したプライシングで買い得感を与える戦略が取られた。それから、中国市場をターゲットにした
ブランドの開発である。例えば、ほとんどの韓国化粧品企業は韓方化粧品ブランドを有していて、
その韓方化粧品が持つ中華圏文化との類似性と韓国化粧品の高品質化をブランド開発に取り入れ
ている。
　
おわりに
　免税店ビジネスに関する先行研究の多くは、免税店での消費心理と購買満足度に焦点を当てた
ものが多かった。これに対して、本研究では、韓国化粧品企業の販売戦略に焦点を当て、免税店
という販売チャネルの持続性についての検討を試みた。
　本研究の目的は、世界における韓国免税店産業の現状を分析し、免税店販売チャネルにおける
韓国化粧品の売上増加の背景にある要因を明らかにすることであった。韓国免税店市場は世界市
場において 10％以上の占有率を有している。政府も企業側も免税店産業の成長へ向け政策と戦
略を進めている。免税店チャネルにおける韓国化粧品の売上高の増加が顕著にみられるように
なったのは 2013 年からである。この背景には３つの要因が挙げられる。第１の要因は、政府に
よる訪韓観光客（主に中国人）に対するビザ発行基準の緩和が観光客の増加に貢献したことであ
る。第２の要因は、韓国の観光資源が乏しい故に、訪韓観光客の主な観光活動がショッピングに
なっていることである。第３の要因としては、韓国化粧品企業が、中国消費者が抱えている内外
価格差の受け皿として、地理的に近い韓国免税店を重要販売チャネルとして位置づけたことであ
る。
　しかしながら、今回の研究では免税店を実際に経営、運営している会社の経営実態まで明ら
かにすることはできなかった。韓国免税店のプレイヤーは化粧品企業だけではなく、運営会社
（ロッテ、Shilla Duty Free など）も一角を担っていることから、今後はこれらの企業の経営分
析も必要であると考えられる。また、日本の免税店の先行研究が極めて少ないので、韓国免税店
を含む海外免税店のビジネスモデルや経営戦略の研究は今後重要性が増して行くと考えられる。
注
 1　週刊東洋経済 web 版、http://toyokeizai.net/articles/-/46706?page=2
 2　国土交通省傘下の観光庁を参照 https://www.mlit.go.jp/kankocho/tax-free/about.html
 3　KDB 産業銀行「免税店市場の主な ISSUE と示唆点」66 頁。
 4　2016 年 10 月時点の観光庁の統計によると、日本における「輸出物品販売（消費税免税店）」の数は
38,000 店を超えている。
 5　2017 年６月現在、認可を受けている運営母体は伊勢丹百貨店、ロッテ Hotel、Shilla Hotel のみである。
 6　Moodie Report 2007 年２月９日付け記事、「Ireland honours Dr Brendan O’Regan, founding father of 
duty free」を参照。
     https://www.moodiedavittreport.com/ireland-honours-dr-brendan-oregan-founding-father-of-duty-
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free-090207/
 7　金ら（2016）pp.248 -249 を参照。
 8　保税とは関税を一時保留するという意味である。
 9　韓国保健産業振興院（2016）『2015 化粧品製造・流通調査』
10　韓国文化観光研究院（2016）『外国観光客の実態調査 2016』
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